
 

 

 

 

 

 

機能証明書作成要領 

 

（基幹システム用銀行伝送サーバ等機器及びソフトウェアの賃貸借及び保守） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年７月 

長崎県総務部スマート県庁推進課 



 

機能証明書の作成について 
 

１ 機能証明書は、納入しようとする機器等が要求仕様書に示す各項目を満たすことを証明

するものである。 

 

２ 機能証明書の作成にあたっては、各仕様項目について、必要に応じて補足説明を行うと

ともに、各項目の内容を確認できる資料等（機器仕様書、カタログ等）を必ず添付する

こと。 

なお、納入しようとする機器等が、別紙 A「機器等の要求仕様」に記載する例示品と同

一の場合に限り、「納入機器等仕様確認表＜様式２＞」の『資料 No』欄にその旨を明記

した上で、資料等（製品仕様書、カタログ等）の添付は省略してもかまいません。 

また、機器等の設置、設定、動作確認及び保守等については、具体的な体制等について、

その能力を有する業者の証明書を添付し、併せてその業者により行う体制図等（関係す

る事業所名及び住所、人員数、保守に係る連絡体制図等）も提出すること。 

 

３ 添付仕様は、日本語（日本語以外の資料については、日本語訳を添付）でＡ４版とし、

各項目に「資料 No.」のインデックスを付して、紙ファイル等により綴じて提出するこ

と。 

また、添付資料の中で特に重要とされる箇所などには、マーカー、○囲み等によりわか

りやすく表示を行うようにすること。 

なお、提出された機能証明書について、不備が認められたときは、受付をしない（郵送

による提出の場合は、返送します。）場合があるので、余裕をもって提出すること。 

 

４ 提出期限等 

(1) 提出期限 令和７年７月 14 日（月）17:00 必着 

(2) 提 出 先 長崎県総務部スマート県庁推進課情報基盤班 

 

５ 提出書類 

(1) 機能等証明書＜様式１＞ 

(2) 納入機器等仕様確認表＜様式２＞ 

(3) 保守体制証明書＜様式３＞ 

 

６ 本申請書提出後、令和７年８月１日までの間に、国、地方公共団体、特殊法人等から指

名停止を受けた場合は、直ちに別添「指名停止に関する報告書」により報告すること。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 （作成例）                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ファイル等取り外しの容易なものに綴ること。 

※背表紙についても 「機能証明書 ◯◯会社」 と記載すること。 

※資料については、項目毎にインデックスを付けること。 

 

 

 別添資料 

インデックス 

 

 

 

<様式 3> 

保守体制 

証明書 

 

機能証明書 

会社名 

 

 

 

 

 

会社名：◯◯◯会社  

 

 

<様式 2> 

納入機器等仕様

確認表 

 

 

<様式 1> 

機能等証明書 


